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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、第６期中間連結会計期間については１株

当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,963 28,801 29,430 58,333 61,760

経常利益 (百万円) 496 829 902 1,654 1,880

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △200 319 375 755 707

純資産額 (百万円) 8,869 10,130 10,681 9,905 10,592

総資産額 (百万円) 59,685 61,126 60,850 60,317 63,071

１株当たり純資産額 (円) 114.13 130.14 137.23 127.46 135.89

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間 
純損失(△) 

(円) △2.59 4.12 4.84 9.72 9.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.86 16.54 17.52 16.42 16.74

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,190 2,513 2,046 2,520 4,257

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,299 △294 △679 △5,340 △886

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △966 △1,079 △2,110 206 △1,957

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,981 3,984 3,513 2,845 4,258

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
1,071 
[146]

1,059
[150]

1,079
[166]

1,038 
[148]

1,048
[157]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 20,191 20,739 20,650 42,196 44,161

経常利益 (百万円) 412 631 609 1,252 1,255

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △630 303 309 223 515

資本金 (百万円) 3,889 3,889 3,889 3,889 3,889

発行済株式総数 (株) 77,780,000 77,780,000 77,780,000 77,780,000 77,780,000

純資産額 (百万円) 9,022 10,122 10,397 9,909 10,361

総資産額 (百万円) 44,599 45,091 44,538 45,622 46,567

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 2.50

自己資本比率 (％) 20.23 22.45 23.34 21.72 22.25

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
388 
[26]

394
[25]

400
[37]

380 
[24]

390
[31]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［  ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設・建材事業 556 [ 51] 

工業製品・エンジニアリング事業 269 [ 41] 

自動車関連事業 173 [ 69] 

その他 81 [ 5] 

合計 1,079 [166] 

従業員数(名) 400 [37]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、引き続く原油の高騰によるエネルギーコストや各種原材料価格の値

上がり等々の収益の圧迫要因が重なり、企業業績の先行きに不透明感が顕在化してまいりました。 

当社グループの事業領域に関連する業界の動向としては、建設業界に関しては、建築基準法改正施行の影響によ

り非住宅の着工面積および住宅着工戸数が当上半期後半から大幅な落ち込みとなりましたが、電力・プラント業界

においては、需要は総じて堅調のうちに推移してまいりました。 

当中間連結会計期間の連結業績といたしましては、建設・建材事業の材料販売および工事売上の減少がありまし

たものの、工業製品・エンジニアリング事業の材料販売および工事売上の増加があり、売上高は294億３千万円(完

成工事高133億５千１百万円を含む)と、前年同期に比し2.2％の増収となりました。 

損益面においては、建設・建材事業における製造コストの増加および売上の減少に伴う利益の減少がありました

が、グループを挙げて合理化や効率化による総コストの抑制に鋭意努め、また工業製品・エンジニアリング事業の

売上増加による利益の増加があり、経常利益は９億２百万円と前年同期に比し、8.8％の増益となりました。 

当中間連結会計期間の中間純利益は、特別損失として、固定資産除売却損、減損損失等を計上いたしましたが、

３億７千５百万円と前年同期に比し、17.4％の増益となりました。 

なお、石綿健康障害問題につきましては、石綿による健康障害により死亡あるいは治療中の方で当社事業との関

連性が高いと判断される場合には、社内規定に基づき補償金の支払いを行っており、補償金の費用計上については

特別損失として計上しております。 

退職された元従業員ならびに当社工場および過去に閉鎖した工場の周辺にお住いの皆様のうち、健康診断を希望

された方には会社費用で検診を実施しており、さらに二次検診を必要とされる方には継続的な健康診断をお願い

し、これらに要する費用は経費として計上しております。 

石綿にかかわる健康障害および健康診断に関する状況につきましては、定期的に情報開示を行っております。 

また、当社が取得しております建材の防耐火認定に関しましては、全ての認定品につきまして問題がないかどう

かの調査を行った結果、認定取得時の不正は発見されておりませんが、さらにそれぞれの防耐火性能の確認試験を

含めた厳格な調査を続けております。 

  

事業セグメント別の状況は次のとおりであります。 

建設・建材事業 

建築基準法改正の影響等により工事を主として前年同期に比し減収となりました。材料販売につきまして

は、主力商品であるけい酸カルシウム板の販売数量は前年同期に比しほぼ横ばいでありましたが、波形スレー

トの販売数量は前年同期を下回りました。耐火二層管は主要な需要地である東京地区において前年同期の販売

数量を上回りましたが、全体の販売数量は前年同期に比しほぼ横ばいの結果となりました。 

これらの結果、材料販売全体の売上高は91億８千５百万円と、前年同期に比し2.5％の減収となりました。 

工事につきましては、建材工事および鉄骨耐火被覆工事ともに減少し、建設関連工事全体の売上高は前年同

期に比し9.8％減収の53億１千１百万円となりました。 

この結果、建設・建材事業全体の売上高は、前年同期に比し5.3％減少し、144億９千７百万円となりまし

た。 

  

工業製品・エンジニアリング事業 

材料販売につきましては、電力・ガス、鉄鋼、化学、造船等の各業界の需要が堅調の中、拡販に努力をいた

しました結果、主力製品であるけい酸カルシウム保温材「シリカ」および副資材は、国内における新設プラン

ト案件に加え、海外案件の需要の急増により、前年同期に比し売上高は大きく増加いたしました。 

この結果、材料販売の売上高は45億８千６百万円と前年同期に比し12.8％の増収となりました。 

工事につきましては、プラント関連事業の受注や、環境関連工事および船舶の防熱工事等の受注が引き続き



好調なことから、完成工事高は80億３千９百万円と前年同期に比し9.5％の増収となりました。 

材料販売および工事を合わせた工業製品・エンジニアリング事業全体の売上高は前年同期に比し10.7％増収

の126億２千６百万円となりました。 

  

自動車関連事業 

主力商品である二輪車用ブレーキライニング(車輌の減速・停止の制動を行う摩擦材)は、国内二輪車メーカ

ーの海外生産が常態化する中、国内向け販売数量の減少を海外向け輸出で補完いたしましたが、全体の販売数

量は前年同期を下回りました。 

また、クラッチフェーシング(エンジンからの動力の伝達・制御を行う摩擦材)は排ガス規制に伴うトラック

の買い替えによる特需が一巡し、販売数量は前年同期並みに推移いたしましたが、シール材は販売数量が減少

いたしました。 

この結果、産業機械分野向けのブレーキ等の増加を加えて、自動車関連事業の売上高は前年同期に比し

10.9％増収の22億８千万円となりました。 

  

その他の事業 

子会社の保険料収入等でありますが、売上高は２千６百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金および現金同等物(以下「資金」という)の残高は、前連結会計年度末に比し

て７億４千４百万円減少し、35億１千３百万円になりました。 

営業活動により得られた資金は20億４千６百万円となりました。仕入債務およびその他流動負債の減少７億２千

万円に対し、税金等調整前中間純利益７億４千４百万円、および売上債権の減少による増加19億５千２百万円など

の資金増加要因によるものであります。 

投資活動により支出した資金は６億７千９百万円になりました。設備の維持更新による投資等で５億４千１百万

円の支出、および貸付けによる支出１億２千６百万円などによるものであります。 

財務活動により支出した資金は21億１千万円となりました。短期借入金は２億２千５百万円増加いたしました

が、長期借入金の返済により21億３千９百万円減少したことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 製造原価によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における工事部門の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

なお、製品は主として見込生産であります。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

建設・建材事業 5,146 △1.1 

工業製品・エンジニアリング事業 419 ＋2.3 

自動車関連事業 1,968 ＋1.2 

合計 7,534 △0.3 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

建設・建材事業 5,702 △17.2 4,974 △9.0 

工業製品・エンジニアリング事業 8,652 △4.7 9,960 ＋11.0 

合計 14,354 △10.1 14,934 ＋3.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

建設・建材事業 14,497 △5.3 

工業製品・エンジニアリング事業 12,626 ＋10.7 

自動車関連事業 2,280 ＋10.9 

その他の事業 26 ＋0.3 

合計 29,430 ＋2.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、技術開発研究所が中心となり、営業部門、生産部門並びにグループ各社と

密接な連携の下、市場の要望に応えかつ当社の将来の柱となりうる戦略上重要なテーマに取組むことであり、将来の

発展が期待できるテーマを重点的に選択して取り進めております。 

研究開発費の総額は３億７千８百万円であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

建設・建材事業 

不燃内外装材およびその製造技術の開発をはじめ、それらの化粧技術等による高付加価値化、防耐火構造および

建築工法、耐火二層管および工法、耐火被覆材および工法、交通土木関連の材料および工法の研究開発とそれらの

認定取得を行っております。 

当中間連結会計期間における主な成果は、新素材の耐力面材を用いた防火性・耐震性の各種認定の追加取得、石

膏系建材を主に製法の研究、高遮音耐火パイプの開発に関連した音響計測技術の研究等を挙げることができます。 

当事業に係る研究開発費は２億３百万円であります。 

  

工業製品・エンジニアリング事業 

保温材、耐火断熱材および工業用非金属製伸縮継手等の研究開発を主に行っております。 

当中間連結会計期間における主な成果は、低融点金属用断熱材の性能改善と生産技術開発および工業用非金属製

伸縮継手の余寿命診断方法の継続検討を挙げることができます。 

当事業に係る研究開発費は４千２百万円であります。 

  

自動車関連事業 

本事業については㈱アスクテクニカが中心となって摩擦材およびシール材の研究開発を主に行っております。 

当中間連結会計期間における主な成果は、経済産業省補助金事業でありますアスベスト代替耐熱シール材の開発

推進、文部科学省の「都市エリア産学官連携促進事業」の一環であります燃料電池用セパレーターの開発について

は技術試作段階に入り、その他に長期排ガス規制対応ヘッドガスケット材の開発等を挙げることができます。 

当事業に係る研究開発費は１億３千３百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 77,780,000 77,780,000
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 77,780,000 77,780,000 ― ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 77,780,000 ― 3,889 ― ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 32,915 42.31

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３―３ 2,876 3.69

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１―１ 2,313 2.97

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１―２ 1,884 2.42

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 1,283 1.64

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２―10 1,252 1.60

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪府大阪市北区西天満４丁目15―10 1,027 1.32

株式会社不二商会 東京都品川区北品川１丁目８―12 855 1.09

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 740 0.95

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２―１ 594 0.76

計 ― 45,740 58.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,283千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 740千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が161,000株(議決権161個)及び株主名簿上

は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式662株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 97,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

77,343,000 
77,343 ― 

単元未満株式 普通株式 340,000 ― ― 

発行済株式総数 77,780,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 77,343 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社エーアンドエー 
マテリアル 

神奈川県横浜市鶴見区鶴見
中央２丁目５番５号 

97,000 ― 97,000 0.12

計 ― 97,000 ― 97,000 0.12



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 役職の異動 

  

  

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 176 170 197 209 176 159

低(円) 163 158 165 163 136 124

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役常務執行役員 
建設・建材事業部門長 

取締役常務執行役員 
建設・建材事業部門長 
兼同部門事業企画部長 

西 村   滿 平成19年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間

監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金    4,005 3,535   4,267 

受取手形及び売掛金 ※５  8,730 10,143   10,382 

完成工事未収入金    3,239 2,539   4,252 

たな卸資産    5,697 5,481   5,146 

未成工事支出金    7,685 7,183   7,215 

その他    1,652 1,670   1,539 

貸倒引当金    △259 △218   △253 

流動資産合計    30,751 50.3 30,335 49.9   32,550 51.6

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※
１
２        

建物及び構築物   2,616   2,470 2,550   

機械装置及び 
運搬具   4,677   4,431 4,631   

土地   19,923   19,896 19,923   

建設仮勘定   145   390 46   

その他   237 27,601 236 27,426 226 27,378 

２ 無形固定資産    165 553   568 

３ 投資その他の資産          

投資有価証券 ※２ 1,710   1,577 1,699   

長期貸付金   386   439 353   

その他   1,429   745 782   

貸倒引当金   △918 2,607 △226 2,536 △260 2,575 

固定資産合計    30,374 49.7 30,515 50.1   30,521 48.4

資産合計    61,126 100.0 60,850 100.0   63,071 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形及び買掛金 ※５  9,114 9,569   9,932 

短期借入金 ※２  14,067 13,278   12,925 

未払法人税等    183 491   248 

未払費用    3,895 3,640   4,144 

未成工事受入金    3,613 4,255   3,865 

賞与引当金    440 394   430 

完成工事補償引当金    31 31   32 

工事損失引当金    32 27   38 

その他    624 1,064   1,279 

流動負債合計    32,003 52.3 32,753 53.8   32,897 52.2

Ⅱ 固定負債          

社債    900 900   900 

長期借入金 ※２  9,594 7,592   9,859 

繰延税金負債    365 302   352 

再評価に係る 
繰延税金負債    4,774 4,774   4,774 

退職給付引当金    2,302 2,652   2,485 

役員退職慰労引当金    167 205   198 

その他    887 986   1,009 

固定負債合計    18,992 31.1 17,415 28.6   19,581 31.0

負債合計    50,995 83.4 50,169 82.4   52,479 83.2

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

  資本金    3,889 3,889   3,889 

  利益剰余金    5,165 5,733   5,552 

  自己株式    △7 △11   △9 

株主資本合計    9,047 14.8 9,611 15.8   9,432 15.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金    571 462   538 

  繰延ヘッジ損益    △6 80   83 

  土地再評価差額金    501 501   501 

  為替換算調整勘定    △0 4   2 

評価・換算差額等 
合計    1,065 1.7 1,048 1.7   1,125 1.7

Ⅲ 少数株主持分    18 0.1 21 0.1   34 0.1

純資産合計    10,130 16.6 10,681 17.6   10,592 16.8

負債純資産合計    61,126 100.0 60,850 100.0   63,071 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          
商品製品売上高   15,545   16,051 32,761   
完成工事高   13,228   13,351 28,946   
その他の営業収入 ※１ 26 28,801 100.0 26 29,430 100.0 53 61,760 100.0

Ⅱ 売上原価          
商品製品売上原価   10,938   11,403 23,035   
完成工事原価   11,892   11,882 26,085   
その他の営業支出 ※２ 6 22,838 79.3 6 23,293 79.1 10 49,131 79.6

売上総利益    5,962 20.7 6,136 20.9   12,629 20.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 ※３  4,759 16.5 4,906 16.7   9,962 16.1

 営業利益    1,203 4.2 1,229 4.2   2,666 4.3

Ⅳ 営業外収益          
受取利息   22   20 43   
受取配当金   9   12 12   
持分法による 
投資利益   ―   ― 8   

その他   37 69 0.2 35 69 0.2 117 182 0.3

Ⅴ 営業外費用          
支払利息   351   316 686   
持分法による 
投資損失   26   20 ―   

その他   65 443 1.5 59 396 1.3 281 968 1.6

経常利益    829 2.9 902 3.1   1,880 3.0

Ⅵ 特別利益          
固定資産売却益 ※４ 0   ― 9   
投資有価証券売却益   0   ― 0   
貸倒引当金戻入益   ―   36 30   
厚生年金基金解散益   ― 0 0.0 ― 36 0.1 118 159 0.3

Ⅶ 特別損失          
固定資産除売却損 ※５ 114   68 148   
減損損失 ※６ 174   26 363   
会員権評価損   0   ― 0   
過年度役員退職慰労
引当金繰入額   41   ― 48   

過年度退職給付費用   6   ― 6   
課徴金 ※７ ―   ― 345   
石綿健康障害補償金 ※８ 134   31 260   
廃版たな卸資産 
評価損   ― 470 1.7 68 193 0.7 13 1,186 1.9

税金等調整前 
中間(当期)純利益    358 1.2 744 2.5   853 1.4

法人税、住民税 
及び事業税    70 0.2 382 1.3   161 0.3

少数株主損失    31 0.1 13 0.1   15 0.0

中間(当期)純利益    319 1.1 375 1.3   707 1.1

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,889 4,845 △6 8,728 

中間連結会計期間中の変動額         

 中間純利益   319   319 

 自己株式の取得     △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 319 △1 318 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,889 5,165 △7 9,047 

  

評価・換算差額等 
少数株主 

持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 678 ― 501 △2 1,176 49 9,955 

中間連結会計期間中の変動額               

 中間純利益         ― ― 319 

 自己株式の取得         ― ― △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △106 △6 ― 1 △111 △31 △143 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △106 △6 ― 1 △111 △31 175 

平成18年９月30日残高(百万円) 571 △6 501 △0 1,065 18 10,130 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,889 5,552 △9 9,432 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当   △194   △194 

 中間純利益   375   375 

 自己株式の取得     △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 181 △1 179 

平成19年９月30日残高(百万円) 3,889 5,733 △11 9,611 

  

評価・換算差額等 
少数株主 

持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 538 83 501 2 1,125 34 10,592 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △194 

 中間純利益             375 

 自己株式の取得             △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △76 △3 ― 2 △77 △13 △90 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △76 △3 ― 2 △77 △13 89 

平成19年９月30日残高(百万円) 462 80 501 4 1,048 21 10,681 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,889 4,845 △6 8,728 

連結会計年度中の変動額         

 当期純利益   707   707 

 自己株式の取得     △3 △3 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)         

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― 707 △3 703 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,889 5,552 △9 9,432 

  

評価・換算差額等 
少数株主 

持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 678 ― 501 △2 1,176 49 9,955 

連結会計年度中の変動額               

 当期純利益             707 

 自己株式の取得             △3 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△139 83 ― 4 △51 △15 △66 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△139 83 ― 4 △51 △15 637 

平成19年３月31日残高(百万円) 538 83 501 2 1,125 34 10,592 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 358 744 853

減価償却費  455 567 905

貸倒引当金の増減額  △2 △37 △667

賞与引当金の増減額  6 △35 △4

退職給付引当金の増減額  229 166 412

役員退職慰労引当金の 
増減額 

 64 6 96

受取利息及び受取配当金  △31 △33 △56

支払利息  351 316 686

持分法による投資損益  26 20 △8

固定資産除売却損益  113 68 139

減損損失  174 26 363

投資有価証券売却損益  △0 ─ △0

石綿健康障害補償金  134 31 260

売上債権の増減額  1,405 1,952 △601

たな卸資産の増減額  △1,235 △303 △213

その他流動資産の増減額  △177 △114 112

仕入債務の増減額  19 △363 837

その他流動負債の増減額  1,125 △357 2,097

その他  △109 △45 △49

小計  2,909 2,612 5,163

利息及び配当金の受取額  32 33 56

利息の支払額  △355 △317 △694

法人税等の支払額  △14 △139 △94

石綿健康障害補償金 
の支払額 

 △59 △143 △174

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,513 2,046 4,257

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入支出  △12 △12 △12

定期預金の払戻収入  30 ─ 42

有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △333 △506 △490

有形固定資産の売却に 
よる収入 

 1 ─ 10

無形固定資産の取得に 
よる支出 

 ─ △34 △477

投資有価証券の取得に 
よる支出 

 △4 △21 △7

投資有価証券の売却に 
よる収入 

 0 ─ 3

貸付けによる支出  △38 △126 △46

貸付金の回収による収入  61 23 105

その他  0 △1 △14

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △294 △679 △886



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額  1,036 225 290

長期借入による収入  290 250 2,700

長期借入金の返済による 
支出 

 △2,404 △2,389 △4,944

親会社による配当金の 
支払額 

 ― △194 ―

その他  △1 △1 △3

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,079 △2,110 △1,957

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △0 △1 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 1,139 △744 1,413

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,845 4,258 2,845

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 3,984 3,513 4,258

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    12社 

   連結子会社の名称 

    アスク・サンシンエンジニ

アリング㈱ 

    ㈱アスクテクニカ 

    朝日珪酸工業㈱ 

    ㈱コウメン 

    ㈱甲斐エンジニアリング 

    ㈱アスクエージェンシー 

    浅野防火建材㈱ 

    関東浅野パイプ㈱ 

    ㈱エーアンドエー茨城 

    ㈱エーアンドエー愛知 

    ㈱エーアンドエー大阪 

    ㈱エーアンドエー名古屋 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    12社 

   連結子会社の名称 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    12社 

   連結子会社の名称 

同左 

 (2) 非連結子会社の名称 

    アスクシンガポール 

    サトナスウタマ 

    アスク沖縄㈱ 

    アスクエンジニアリングマ

レーシア 

 (2) 非連結子会社の名称 

同左 

 (2) 非連結子会社の名称 

同左 

 (3) 非連結子会社について 

   連結の範囲から除いた理由 

   上記非連結子会社はいずれも

小規模会社であり、４社合計

の総資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持分に見

合う額)等の中間連結財務諸

表に及ぼす影響が少ないた

め、連結の範囲から除外して

おります。 

 (3) 非連結子会社について 

   連結の範囲から除いた理由 

同左 

 (3) 非連結子会社について 

   連結の範囲から除いた理由 

   上記非連結子会社はいずれも

小規模会社であり、４社合計

の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金(持分に見

合う額)等の連結財務諸表に

及ぼす影響が少ないため、連

結の範囲から除外しておりま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数         ２社 

   会社等の名称 

    アスクシンガポール 

    サトナスウタマ 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数         ２社 

   会社等の名称 
同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数         ２社 

   会社等の名称 

同左 

 (2) 持分法を適用した関連会社数 

              １社 

   会社等の名称 

    四国浅野スレート㈱ 

 (2) 持分法を適用した関連会社数 

              １社 

   会社等の名称 

同左 

 (2) 持分法を適用した関連会社数 

              １社 

   会社等の名称 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

    アスク沖縄㈱ 

   持分法の範囲から除いた理由 

   非連結子会社(２社)及び関連

会社(３社)は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が少なく、かつ、全

体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

同左 

   持分法の範囲から除いた理由 

同左 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社について 

   持分法の範囲から除いた理由 

   非連結子会社(２社)及び関連

会社(３社)は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が少なく、かつ、全

体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 (4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社 

   中間決算日が中間連結決算日

と異なるアスクシンガポール

およびサトナスウタマ(中間

決算日はともに６月30日)に

ついては、同日現在の中間財

務諸表を使用しております。 

   ただし中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行って

おります。 

 (4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社 

同左 

 (4) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社 

   決算日が連結決算日と異なる

アスクシンガポールおよびサ

トナスウタマ(決算日はとも

に12月31日)については、各

社の事業年度にかかわる財務

諸表を使用しております。 

   ただし連結決算日との間に生

じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定) 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

    時価法 

  ② デリバティブ 

同左 

  ② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

    商品・製品・原材料・貯蔵

品 

     移動平均法による原価法 

  ③ たな卸資産 

    商品・製品・原材料・貯蔵

品 

同左 

  ③ たな卸資産 

    商品・製品・原材料・貯蔵

品 

同左 

    未成工事支出金 

     個別法による原価法 

    未成工事支出金 

同左 

    未成工事支出金 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
    連結財務諸表提出会社は主

として定率法、連結子会社
は主として定額法を採用し
ております。 
なお、主な耐用年数は建物
及び構築物が７～45年、機
械装置及び運搬具が４～12
年であります。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
同左 

      (会計方針の変更) 
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律
平成19年３月30日 法律第
６号)及び(法人税法施行令
の一部を改正する政令 平
成19年３月30日 政令第83
号))に伴い、当中間連結会
計期間から、平成19年４月
１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税
法に基づく方法に変更して
おります。 
なお、この変更による営業
利益、経常利益および税金
等調整前中間純利益に与え
る影響は軽微であります。 

    (追加情報) 
当中間連結会計期間から、
平成19年３月31日以前に取
得したものについては、改
正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により
取得価額の５％に到達した
連結会計年度の翌連結会計
年度より、取得価額の５％
相当額と備忘価額との差額
を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計
上しております。 
この変更により、従来の方
法によった場合と比べ、当
中間連結会計期間の減価償
却費は52百万円増加し、営
業利益、経常利益及び税金
等調整前中間純利益はそれ
ぞれ52百万円減少しており
ます。 
なお、セグメント情報に与
える影響については、当該
箇所に記載しております。 

  

  ② 無形固定資産 
定額法を採用しておりま
す。 
なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用してお
ります。 

  ② 無形固定資産 
同左 

  ② 無形固定資産 
同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
    債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 
  

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 
    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将
来の支給見込額のうち当中
間連結会計期間の負担額を
計上しております。 

  ② 賞与引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将
来の支給見込額のうち当連
結会計年度の負担額を計上
しております。 

  ③ 完成工事補償引当金 
    請負に係る工事の引渡し後

の補修サービスの費用の支
出に備えるため、補修サー
ビス費用見込額を計上して
おります。 

  ③ 完成工事補償引当金 
同左 

  

  ③ 完成工事補償引当金 
同左 

  

  ④ 工事損失引当金 
    当中間連結会計期間末にお

いて見込まれる未引渡工事
の損失発生に備えるため、
当該見込額を計上しており
ます。 

  ④ 工事損失引当金 
同左 

  ④ 工事損失引当金 
    当連結会計年度末において

見込まれる未引渡工事の損
失発生に備えるため、当該
見込額を計上しておりま
す。 

  ⑤ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 

    なお、会計基準変更時差異
については、15年による按
分額を費用処理しておりま
す。 

    数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
年)による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処
理することとしておりま
す。 

    過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
年)による定額法により費
用処理しております。 

  ⑤ 退職給付引当金 
同左 

  ⑤ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において
発生していると認められる
額を計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異
については、15年による按
分額を費用処理しておりま
す。 

    数理計算上の差異は、各連
結会計年度発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(11年)による定
額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しておりま
す。 

    過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
年)による定額法により費
用処理しております。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 
    連結財務諸表提出会社及び

一部の連結子会社は役員の
退職慰労金の支出に備える
ため、内規に基づく中間連
結会計期間末要支給額を計
上しております。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金
    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく
中間連結会計期間末要支給
額を計上しております。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 
    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末要支給額
を計上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (会計処理の変更) 
    従来は、連結財務諸表提出

会社及び㈱アスクテクニカ
を除き、役員および執行役
員等の退職慰労金は支出時
の費用として処理しており
ましたが、当中間連結会計
期間よりアスク・サンシン
エンジニアリング㈱におい
て、内規に基づく中間連結
会計期間末要支給額を計上
する方法に変更いたしまし
た。なお、役員分について
は役員退職慰労引当金とし
て、執行役員等分について
は退職給付引当金に含めて
計上しております。 

    この変更は中期経営計画を
進めていく一環として、役
員退職慰労金等の将来の支
出時における一時的負担の
増大を避け、また、期間帰
属を適正にするため、アス
ク・サンシンエンジニアリ
ング㈱にとり適切と思われ
る内規を改定、整備したこ
とによるものであります。 

    なお、連結子会社の当該規
定の改定、整備は、昨年よ
り順次進めており、当連結
会計年度中に完了する予定
です。 

    この変更により、当中間連
結会計期間の発生額12百万
円は販売費及び一般管理費
へ、役員の過年度分相当額
41百万円、および執行役員
等の過年度分相当額６百万
円は特別損失の部に、それ
ぞれ過年度役員退職慰労引
当金繰入額、および過年度
退職給付費用として計上し
ております。 

    この結果、従来と同一の方
法を採用した場合と比べ、
営業利益及び経常利益は、
12百万円、税金等調整前中
間純利益は60百万円減少し
ております。 

    なお、セグメント情報に与
える影響については、(セ
グメント情報)に記載して
おります。 

──────     (会計処理の変更) 
    従来は、連結財務諸表提出

会社及び㈱アスクテクニカ
を除き、役員および執行役
員等の退職慰労金は支出時
の費用として処理しており
ましたが、当連結会計年度
よりアスク・サンシンエン
ジニアリング㈱他４社にお
いて、内規に基づく連結会
計年度末要支給額を計上す
る方法に変更いたしまし
た。 

    なお、役員分については役
員退職慰労引当金として、
執行役員等分については退
職給付引当金に含めて計上
しております。 

    この変更は、中期経営計画
を進めていく一環として、
役員退職慰労金等の将来の
支出時における一時的負担
の増大を避け、また、期間
帰属を適正にするため、各
社にとり適切と思われる内
規を改定、整備したことに
よるものであります。 

    この変更により、当連結会
計年度の発生額20百万円は
販売費及び一般管理費へ、
役員の過年度分相当額48百
万円、および執行役員等の
過年度分相当額６百万円は
特別損失に、過年度役員退
職慰労引当金繰入額、およ
び過年度退職給付費用とし
て計上しております。 

    この結果、従来と同一の方
法を採用した場合と比べ、
営業利益及び経常利益は20
百万円、税金等調整前当期
純利益は75百万円減少して
おります。 

    セグメント情報に与える影
響については、(セグメン
ト情報)に記載しておりま
す。 

    なお、アスク・サンシンエ
ンジニアリング㈱において
は当中間連結会計期間より
変更いたしましたが、他の
４社につきましては内規の
改定、整備が完了した当下
半期より変更しており、当
中間連結会計期間は従来の
方法によっております。 

    従って、当中間連結会計期
間は変更後の方法によった
場合に比べ、営業利益及び
経常利益は１百万円、税金
等調整前中間純利益は10百
万円、それぞれ多く計上さ
れております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワッ

プ、コモディ

ティスワップ 

ヘッジ対象…借入金、原材

料 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

    財務活動に係る金利変動リ

スクをヘッジする目的及び

購入資材価格変動リスクを

ヘッジする目的でデリバテ

ィブ取引を行っておりま

す。 

    なお、デリバティブ取引の

相手先は、格付の高い金融

機関に限定しております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 消費税等の処理方法 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  

  ② 連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用してお

ります。 

  ② 連結納税制度の適用 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

  

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は10,119百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は10,473百万円であり

ます。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,386百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,095百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

20,861百万円 

※２ 担保資産 

   担保設定の原因となっている

債務 

投資有価証券 105百万円

工場財団に供 
している有形 
固定資産 

15,535百万円

その他の有形 
固定資産 

535百万円

短期借入金 4,989百万円

長期借入金 7,056百万円

※２ 担保資産 

   担保設定の原因となっている

債務 

工場財団に供
している有形 
固定資産 

15,225百万円

その他の有形
固定資産 

531百万円

短期借入金 4,733百万円

長期借入金 6,192百万円

※２ 担保資産 

   担保設定の原因となっている

債務 

工場財団に供 
している有形 
固定資産 

15,457百万円

その他の有形 
固定資産 

537百万円

短期借入金 4,581百万円

長期借入金 8,103百万円

 ３ 保証債務 

   非連結子会社の銀行借入金に

対し、保証を行っておりま

す。 

アスク 
シンガポール 

423百万円

 ３ 保証債務 

   非連結子会社の銀行借入金に

対し、保証を行っておりま

す。 

アスク
シンガポール 

206百万円

 ３ 保証債務 

   非連結子会社の銀行借入金に

対し、保証を行っておりま

す。 

アスク
シンガポール 

301百万円

 ４ 受取手形割引高 

36百万円 

 ４ 受取手形割引高 

43百万円 

 ４ 受取手形割引高 

26百万円 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形

が、中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形 233百万円

支払手形 795百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。 

受取手形 79百万円

支払手形 976百万円

受取手形割引高 43百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

   なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

受取手形 252百万円

支払手形 949百万円

受取手形割引高 26百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ その他の営業収入は固定資産

に係わる賃貸料等でありま

す。 

※１     同左 

  

※１     同左 

※２ その他の営業支出は固定資産

に係わる賃貸経費等でありま

す。 

※２     同左 

  

※２     同左 

※３ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

運搬費 1,323百万円

給料及び賃金 968百万円

賞与引当金 
繰入額 

177百万円

退職給付費用 225百万円

貸倒引当金 
繰入額 

9百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

23百万円

賃借料 406百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

運搬費 1,335百万円

給料及び賃金 1,002百万円

賞与引当金
繰入額 

152百万円

退職給付費用 213百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

23百万円

賃借料 377百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

運搬費 2,789百万円

給料及び賃金 1,931百万円

賞与引当金
繰入額 

130百万円

退職給付費用 460百万円

貸倒引当金
繰入額 

193百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

48百万円

賃借料 833百万円

※４ 機械装置及び運搬具等の売却

によるものであります。 

※４   ────── ※４ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

建物等の売却益 9百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。 

建物撤去費用 112百万円

その他 2百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。 

機械装置等
撤去費用 

40百万円

その他 27百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。 

建物等撤去費用 113百万円

その他 34百万円



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、以下の資産について減損損

失を計上しております。 

(単位：百万円)

 当社グループは、事業所単位

を資産グループの基礎とし、独

立したキャッシュ・フローを生

み出す最小単位でグルーピング

をおこなっております。 

 上記の資産は厚生施設として

使用していたものですが、当中

間連結会計期間において閉鎖を

決定し遊休資産となったもので

あります。 

 当該資産の回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたしま

した。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は土地は主に路線価を元に、

建物については売却不能として

算定しております。 

場所 用途 種類 金額

茨城県石岡市 遊休地 土地 28

茨城県石岡市 遊休施設 建物 146

    計 174

※６ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、以下の資産について減損

損失を計上しております。 

当社グループは、事業所単位

を資産グループの基礎とし、

独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小単位でグルー

ピングをおこなっておりま

す。 

上記の資産は遊休資産となっ

ていたものでありますが、当

該資産の回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたし

ました。 

なお、当該土地の回収可能価

額は主に路線価を基に算定し

ております。 

場所 用途 種類
金額

(百万円)

茨城県石岡市 遊休地 土地 26

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、以

下の資産について減損損失を

計上しております。 

当社グループは、事業所単位

を資産グループの基礎とし、

独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小単位でグルー

ピングをおこなっておりま

す。 

当連結会計年度において閉鎖

を決定し遊休資産となった資

産グループ及び営業活動から

生ずる損益が継続してマイナ

スの資産グループについては

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上いたしました。 

なお、当該資産の回収可能価

額は、土地は主に路線価を元

に、建物については売却不能

として算定しております。ま

た、機械装置、リース資産の

回収可能価額はその使用価値

により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローに基づく評

価額がマイナスであるため零

と算定しております。 

場所 用途 種類 金額 
(百万円)

茨城県石岡市 遊休地 土地 27

茨城県石岡市 遊休施設 建物 146

埼玉県熊谷市 製造設備 機械装置 36

埼玉県熊谷市 製造設備 リース 
資産 152

    計 363

※７   ────── ※７   ────── ※７ 課徴金 

独占禁止法違反に対する課徴

金の納付見込額を計上してお

ります。 

※８ 石綿健康障害補償金 

石綿による健康障害により死

亡、あるいは治療中の方で労

災認定され、当社事業との因

果関係が特定された方に対す

る補償金であります。 

※８ 石綿健康障害補償金 

同左 

※８ 石綿健康障害補償金 

同左 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    5,727株 

  

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   10,568株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 77,780,000 ― ― 77,780,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 68,858 5,727 ― 74,585

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 77,780,000 ― ― 77,780,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 87,094 10,568 ― 97,662

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 194 2.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    18,236株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 77,780,000 ― ― 77,780,000 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 68,858 18,236 ― 87,094 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 194 2.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 4,005百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△21百万円

現金及び現金同等物 3,984百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成19年９月30日) 

現金及び預金勘定 3,535百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△21百万円

現金及び現金同等物 3,513百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成19年３月31日) 

現金及び預金勘定 4,267百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△9百万円

現金及び現金同等物 4,258百万円



(リース取引関係) 
  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,861 259 1,602

その他 
(工具器具 
備品) 

282 106 176

合計 2,144 365 1,778

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

  
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額

(百万円)

中間期末
残高 

相当額
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,923 490 145 1,287

その他 
(工具器具 
備品) 

290 107 ─ 183

合計 2,214 597 145 1,470

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

1,908 376 152 1,380

その他
(工具器具
備品) 

278 87 ─ 191

合計 2,186 463 152 1,571

  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形
固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しておりま
す。 

同左   なお、取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額等 

  未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年以内 275百万円
１年超 1,503百万円

合計 1,778百万円

② 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年以内 290百万円
１年超 1,326百万円

合計 1,616百万円
リース資産減損
勘定中間期末 
残高 

145百万円

② 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高 

  未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 287百万円
１年超 1,436百万円

合計 1,723百万円

リース資産減損 
勘定期末残高 

152百万円

  なお、未経過リース料中間期末
残高相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

同左   なお、未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定してお
ります。 

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 
支払リース料 125百万円
減価償却費相当額 125百万円

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 
支払リース料 145百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額 

6百万円

減価償却費相当額 145百万円

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 
支払リース料 269百万円
減価償却費相当額 269百万円
減損損失 152百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ
ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 (減損損失について) 
  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

 (減損損失について) 
同左 

 (減損損失について) 
  埼玉県熊谷市の製造子会社にお

けるリース設備に付き減損損失
を計上しております。 

  リース資産の回収可能価額はそ
の使用価値により測定してお
り、当該設備は将来キャッシ
ュ・フローに基づく評価額がマ
イナスであるため零と算定して
おります。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) その他有価証券  

 株式 311 1,249 938

 債券  

国債・地方債等 20 19 △0

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

 その他 ― ― ―

計 331 1,268 937

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

  非上場株式 144



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 316 1,081 765

(2) 債券  

国債・地方債等 20 19 △0

社債 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

計 336 1,101 765

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

  非上場株式 144



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 311 1,203 891

(2) 債券  

国債・地方債等 20 19 △0

社債 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

計 331 1,222 891

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

  非上場株式 144



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されていることにより記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されていることにより記載を省略しております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されていることにより記載を省略しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品および工事内容 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は792百万円であり連結財務諸表提出会社本社の総

務部門等の管理部門に係わる費用であります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間からアスク・サンシンエンジニアリング株式会社において役員およ

び執行役員等の退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴い、従来の方法に比べて当中間連結会計期間に

おける工業製品・エンジニアリング事業の営業費用が12百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  
建設・建材 

事業 
(百万円) 

工業製品・ 
エンジニア 
リング事業 
(百万円) 

自動車
関連事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

15,310 11,407 2,056 26 28,801 ― 28,801

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

81 239 292 92 705 (705) ―

計 15,391 11,646 2,349 119 29,506 (705) 28,801

営業費用 14,135 11,023 2,289 18 27,466 131 27,597

営業利益 1,256 622 59 101 2,040 (836) 1,203

(1) 建設・建材事業…………………… 不燃建築材料の製造、販売および工事の設計、施工 

押出成形品の製造、販売および工事の設計、施工 

耐火二層管の製造、販売 

鉄骨耐火被覆工事の設計、施工 

(2) 工業製品・エンジニアリング 

  事業………………………………… 

  

不燃紡織品、工業用摩擦材・シール材、保温保冷断熱材、船舶用資

材、防音材、伸縮継手他各種工業用材料・機器の製造、販売 

保温、保冷、空調、断熱、防音、耐火工事の設計、施工 

(3) 自動車関連事業…………………… 自動車用を主とした摩擦材・シール材の製造、販売 

(4) その他の事業……………………… 保険代理業、その他 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品および工事内容 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は903百万円であり連結財務諸表提出会社本社の総

務部門等の管理部門に係わる費用であります。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(2) ①に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、建設・建材事業で34百万円、工業

製品・エンジニアリング事業で６百万円および自動車関連事業で11百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  
建設・建材 

事業 
(百万円) 

工業製品・ 
エンジニア 
リング事業 
(百万円) 

自動車
関連事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

14,497 12,626 2,280 26 29,430 ─ 29,430

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

43 48 192 100 384 (384) ─

計 14,540 12,674 2,473 126 29,814 (384) 29,430

営業費用 13,274 11,939 2,419 22 27,656 543 28,200

営業利益 1,266 734 53 104 2,158 (928) 1,229

(1) 建設・建材事業…………………… 不燃建築材料の製造、販売および工事の設計、施工 

押出成形品の製造、販売および工事の設計、施工 

耐火二層管の製造、販売 

鉄骨耐火被覆工事の設計、施工 

(2) 工業製品・エンジニアリング 

  事業………………………………… 

  

不燃紡織品、工業用摩擦材・シール材、保温保冷断熱材、船舶用資

材、防音材、伸縮継手他各種工業用材料・機器の製造、販売 

保温、保冷、空調、断熱、防音、耐火工事の設計、施工 

(3) 自動車関連事業…………………… 自動車用を主とした摩擦材・シール材の製造、販売 

(4) その他の事業……………………… 保険代理業、その他 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品および工事内容 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,637百万円であり連結財務諸表提出会社本社の

総務部門等の管理部門に係わる費用であります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度よりアスク・サンシンエンジニアリング㈱他４社において、役員および

執行役員等の退職慰労金の計上方法を変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法に比べて当連結会計年度における営業費用は建設・建材事業で１百万円、工業製品・エンジ

ニアリング事業で18百万円および自動車関連事業で１百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  
建設・建材 

事業 
(百万円) 

工業製品・ 
エンジニア 
リング事業 
(百万円) 

自動車
関連事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

32,321 25,161 4,224 53 61,760 ─ 61,760

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

174 395 533 189 1,292 (1,292) ─

計 32,496 25,556 4,758 243 63,053 (1,292) 61,760

営業費用 29,681 24,289 4,661 36 58,669 424 59,094

営業利益 2,815 1,266 96 206 4,384 (1,717) 2,666

(1) 建設・建材事業…………………… 不燃建築材料の製造、販売および工事の設計、施工 

押出成形品の製造、販売および工事の設計、施工 

耐火二層管の製造、販売 

鉄骨耐火被覆工事の設計、施工 

(2) 工業製品・エンジニアリング 

  事業………………………………… 

  

不燃紡織品、工業用摩擦材・シール材、保温保冷断熱材、船舶用資

材、防音材、伸縮継手他各種工業用材料・機器の製造、販売 

保温、保冷、空調、断熱、防音、耐火工事の設計、施工 

(3) 自動車関連事業…………………… 自動車用を主とした摩擦材・シール材の製造、販売 

(4) その他の事業……………………… 保険代理業、その他 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 130.14円 １株当たり純資産額 137.23円 １株当たり純資産額 135.89円

１株当たり中間純利益 4.12円 １株当たり中間純利益 4.84円 １株当たり当期純利益 9.10円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

項目 前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 10,130 10,681 10,592 

普通株式に係る純資産額(百万円) 10,112 10,660 10,557 

差額の主な内訳(百万円) 

 少数株主持分 

  

18 

  

21 

  

34 

普通株式の発行済株式数(株) 77,780,000 77,780,000 77,780,000 

普通株式の自己株式数(株) 74,585 97,662 87,094 

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数(株) 

77,705,415 77,682,338 77,692,906 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 319 375 707 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

319 375 707 

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 77,709,133 77,687,787 77,704,391 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

  現金及び預金   2,422   1,801 2,002   

  受取手形 ※５ 2,160   2,856 2,915   

  売掛金   4,996   5,582 5,494   

  完成工事未収入金   1,773   867 2,378   

  たな卸資産   2,535   2,234 2,288   

  未成工事支出金   2,358   2,827 2,729   

  その他   2,164   2,409 2,357   

  貸倒引当金   △210   △233 △268   

流動資産合計    18,201 40.4 18,346 41.2   19,898 42.7

Ⅱ 固定資産          

  有形固定資産 ※ 
１ 
２        

  建物   563   522 536   

  機械及び装置   373   349 373   

  土地   6,405   6,378 6,405   

  建設仮勘定   54   27 ─   

  その他   99   107 98   

計   7,496   7,385 7,414   

  無形固定資産   144   527 543   

  投資その他の資産          

  投資有価証券 ※２ 1,079   851 978   

  関係会社株式   15,984   15,971 15,968   

  長期貸付金   80   55 64   

  関係会社長期 
  貸付金   1,690   962 1,265   

  その他   1,276   628 634   

  貸倒引当金   △862   △191 △200   

計   19,248   18,278 18,711   

固定資産合計    26,890 59.6 26,191 58.8   26,668 57.3

資産合計    45,091 100.0 44,538 100.0   46,567 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

  支払手形 ※５ 2,724   2,684 2,934   

  買掛金   3,280   3,322 3,437   

  短期借入金 ※２ 11,432   10,965 10,337   

  未払費用   2,789   3,036 3,467   

  未成工事受入金   1,379   2,155 1,875   

  賞与引当金   208   157 204   

  完成工事補償 
  引当金   14   14 14   

  工事損失引当金   13   13 23   

  その他 ※４ 481   935 1,003   

流動負債合計    22,324 49.5 23,287 52.3   23,298 50.0

Ⅱ 固定負債          

  長期借入金 ※２ 9,020   6,979 9,124   

  再評価に係る 
  繰延税金負債   551   551 551   

  退職給付引当金   1,835   2,114 1,963   

  役員退職慰労 
  引当金   63   87 77   

  関係会社事業損失 
  引当金   ─   79 79   

  その他   1,174   1,042 1,110   

固定負債合計    12,645 28.1 10,854 24.4   12,907 27.7

負債合計    34,969 77.6 34,141 76.7   36,206 77.7

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

  資本金    3,889 3,889   3,889 

  利益剰余金          

利益準備金   ─   19 ─   

その他利益剰余金          

 繰越利益剰余金   5,277   5,585 5,489   

利益剰余金合計    5,277 5,604   5,489 

  自己株式    △7 △11   △9 

株主資本合計    9,159 20.3 9,482 21.2   9,368 20.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金    468 327   407 

  繰延ヘッジ損益    △6 86   83 

  土地再評価差額金    501 501   501 

評価・換算差額等 
合計    962 2.1 914 2.1   992 2.2

純資産合計    10,122 22.4 10,397 23.3   10,361 22.3

負債純資産合計    45,091 100.0 44,538 100.0   46,567 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

  商品製品売上高   13,680   13,956 28,891   

  完成工事高   6,942   6,575 15,036   

  その他の営業収入 ※１ 117 20,739 100.0 118 20,650 100.0 234 44,161 100.0

Ⅱ 売上原価          

  商品製品売上原価   9,468   9,815 20,149   

  完成工事原価   6,364   5,883 13,688   

  その他の営業支出 ※２ 19 15,851 76.4 20 15,718 76.1 39 33,878 76.7

   売上総利益    4,888 23.6 4,931 23.9   10,283 23.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    3,957 19.1 4,077 19.8   8,350 18.9

  営業利益    930 4.5 853 4.1   1,933 4.4

Ⅳ 営業外収益          

  受取利息   22   15 41   

  受取配当金   7   10 9   

  その他   21 51 0.2 17 44 0.3 42 93 0.2

Ⅴ 営業外費用          

  支払利息   293   253 573   

  その他   56 350 1.7 34 288 1.4 197 771 1.8

   経常利益    631 3.0 609 3.0   1,255 2.8

Ⅵ 特別利益 ※３  13 0.1 42 0.2   119 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４  420 2.0 168 0.9   1,042 2.3

税引前中間(当期) 
純利益    225 1.1 483 2.3   332 0.8

法人税、住民税及び 
事業税    △78 △0.4 174 0.8   △182 △0.4

中間(当期)純利益    303 1.5 309 1.5   515 1.2

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,889 4,973 4,973 △6 8,856 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益   303 303   303 

 自己株式の取得       △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 303 303 △1 302 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,889 5,277 5,277 △7 9,159 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 551 ― 501 1,052 9,909 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益         303 

 自己株式の取得         △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △83 △6 ― △89 △89 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △83 △6 ― △89 212 

平成18年９月30日残高(百万円) 468 △6 501 962 10,122 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他
利益剰余金 

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,889 ─ 5,489 5,489 △9 9,368 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当   19 △213 △194   △194 

 中間純利益     309 309   309 

 自己株式の取得         △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ 19 95 115 △1 113 

平成19年９月30日残高(百万円) 3,889 19 5,585 5,604 △11 9,482 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 407 83 501 992 10,361 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △194 

 中間純利益         309 

 自己株式の取得         △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △79 2 ─ △77 △77 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △79 2 ─ △77 36 

平成19年９月30日残高(百万円) 327 86 501 914 10,397 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,889 4,973 4,973 △6 8,856 

事業年度中の変動額           

 当期純利益   515 515   515 

 自己株式の取得       △3 △3 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ 515 515 △3 512 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,889 5,489 5,489 △9 9,368 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 551 ─ 501 1,052 9,909 

事業年度中の変動額           

 当期純利益         515 

 自己株式の取得         △3 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △144 83 ─ △60 △60 

事業年度中の変動額合計(百万円) △144 83 ─ △60 452 

平成19年３月31日残高(百万円) 407 83 501 992 10,361 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

     移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 商品・製品・原材料・貯蔵

品 

     移動平均法による原価法 

  ② 未成工事支出金 

     個別法による原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 商品・製品・原材料・貯蔵

品 

同左 

  ② 未成工事支出金 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 商品・製品・原材料・貯蔵

品 

同左 

  ② 未成工事支出金 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   主として定率法を採用してお

ります。 

   なお、主な耐用年数は建物が

10～45年、機械及び装置が４

～12年、その他が３～30年で

あります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

     (会計方針の変更) 

法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴

い、当中間会計期間から、平

成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更

しております。 

なお、この変更による営業利

益、経常利益および税引前中

間純利益に与える影響は軽微

であります。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (追加情報) 

当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得したも

のについては、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してお

ります。 

この変更により、従来の方法

によった場合と比べ、当中間

会計期間の減価償却費は８百

万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は

それぞれ８百万円減少してお

ります。 

  

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しておりま

す。 

 (3) 完成工事補償引当金 

   請負に係る工事の引渡し後の

補修サービスの費用の支出に

備えるため、補修サービス費

用見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (4) 工事損失引当金 

   当中間会計期間末において見

込まれる未引渡工事の損失発

生に備えるため、当該見込額

を計上しております。 

 (4) 工事損失引当金 

同左 

 (4) 工事損失引当金 

   当事業年度末において見込ま

れる未引渡工事の損失発生に

備えるため、当該見込額を計

上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

   なお、会計基準変更時差異に

ついては15年による按分額を

費用処理しております。 

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(11年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

 (5) 退職給付引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

   なお、会計基準変更時差異に

ついては15年による按分額を

費用処理しております。 

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(11年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

 (7)   ──────  (7) 関係会社事業損失引当金 

   関係会社の事業の損失に備え

るため、関係会社に対する投

資額を超えて当社が負担する

こととなる損失見込額を計上

しております。 

 (7) 関係会社事業損失引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ、

コモディティス

ワップ 

ヘッジ対象…借入金、原材料 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   財務活動に係る金利変動リス

クをヘッジする目的及び購入

資材価格変動リスクをヘッジ

する目的でデリバティブ取引

を行っております。 

   なお、デリバティブ取引の相

手先は、格付の高い金融機関

に限定しております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断し

ております。 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

 ② 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しており

ます。 

 ② 連結納税制度の適用 

同左 

 ② 連結納税制度の適用 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,128百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は10,277百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,496百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,592百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,419百万円

※２ 担保資産 

一部子会社の工場財団の担保

提供を受けております。子会

社の工場財団を組成している

簿価は13,070百万円でありま

す。また、共同組成している

子会社には担保されている債

務はありません。 

   担保設定の原因となっている

債務 

投資有価証券 105百万円

工場財団に 
供している 
有形固定資産 

330百万円

短期借入金 3,813百万円

長期借入金 6,401百万円

※２ 担保資産 

一部子会社の工場財団の担保

提供を受けております。子会

社の工場財団を組成している

簿価は12,773百万円でありま

す。また、共同組成している

子会社には担保されている債

務はありません。 

   担保設定の原因となっている

債務 

工場財団に
供している 
有形固定資産 

352百万円

短期借入金 3,555百万円

長期借入金 4,846百万円

※２ 担保資産 

一部子会社の工場財団の担保

提供を受けております。子会

社の工場財団を組成している

簿価は12,962百万円でありま

す。また、共同組成している

子会社には担保されている債

務はありません。 

   担保設定の原因となっている

債務 

工場財団に
供している 
有形固定資産 

367百万円

短期借入金 3,417百万円

長期借入金 6,748百万円

 ３ 保証債務 

   銀行借入金に対し、次のとお

り保証を行っております。 
アスク・サン
シンエンジニ
アリング㈱ 

1,876百万円

㈱アスク 
テクニカ 

200百万円

アスク 
シンガポール 

423百万円

関東浅野 
パイプ㈱ 

90百万円

計 2,589百万円

 ３ 保証債務 

   銀行借入金に対し、次のとお

り保証を行っております。 
アスク・サン
シンエンジニ
アリング㈱ 

1,840百万円

㈱アスク
テクニカ 

200百万円

アスク
シンガポール

206百万円

関東浅野
パイプ㈱ 

90百万円

計 2,336百万円

 ３ 保証債務 

   銀行借入金に対し、次のとお

り保証を行っております。 
アスク・サン
シンエンジニ
アリング㈱ 

1,858百万円

㈱アスク
テクニカ 

200百万円

アスク
シンガポール 

301百万円

関東浅野
パイプ㈱ 

90百万円

計 2,449百万円

   ㈱エーアンドエー茨城のリー

ス契約898百万円に対し、保

証を行なっております。 

   アスク・サンシンエンジニア

リング㈱の私募債900百万円

に対し、保証を行っておりま

す。 

   ㈱エーアンドエー茨城のリー

ス契約787百万円に対し、保

証を行なっております。 

   アスク・サンシンエンジニア

リング㈱の私募債900百万円

に対し、保証を行っておりま

す。 

   ㈱エーアンドエー茨城のリー

ス契約841百万円に対し、保

証を行っております。 

アスク・サンシンエンジニア

リング㈱の私募債900百万円

に対し、保証を行っておりま

す。 

※４ 消費税等の表示 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債そ

の他に含めて表示しておりま

す。 

※４ 消費税等の表示 

同左 

  

※４    ――――― 

  

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 45百万円

支払手形 442百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 79百万円

支払手形 387百万円

※５ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

   なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため次の

事業年度末日満期手形が事業

年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 50百万円

支払手形 476百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ その他の営業収入の主なもの 

賃貸収入 27百万円

技術指導料等 90百万円

※１ その他の営業収入の主なもの 

賃貸料 28百万円

技術指導料等 90百万円

※１ その他の営業収入の主なもの 

賃貸料  54百万円

技術指導料等 180百万円

※２ その他の営業支出の主なもの 

賃貸経費等 19百万円

※２ その他の営業支出の主なもの 

賃貸経費等 20百万円

※２ その他の営業支出の主なもの 

賃貸経費等 39百万円

※３ 特別利益の主なもの 

貸倒引当金戻入益 13百万円

※３ 特別利益の主なもの 

貸倒引当金戻入益 42百万円

※３ 特別利益の主なもの 

貸倒引当金戻入益 30百万円

厚生年金基金 
解散益 

79百万円

※４ 特別損失の主なもの 

固定資産除売却損 112百万円

減損損失 174百万円

石綿健康障害 
補償金 

134百万円

※４ 特別損失の主なもの 

固定資産除売却損 42百万円

減損損失 26百万円

石綿健康障害
補償金 

31百万円

廃版たな卸資産
評価損 

68百万円

※４ 特別損失の主なもの 

固定資産除売却損 113百万円

減損損失 210百万円

関係会社
株式評価損 

19百万円

関係会社事業損失 
引当金繰入額 

79百万円

課徴金 345百万円

石綿健康障害 
補償金 

260百万円

廃版たな卸資産 
評価損 

13百万円

 減損損失 

 当中間会計期間において、以下

の資産について減損損失を計上し

ております。 
(単位：百万円)

 当社は、事業所単位を資産グ

ループの基礎とし、独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングをおこな

っております。 

 上記の資産は厚生施設として

使用していたものですが、当中

間連結会計期間において閉鎖を

決定し遊休資産となったもので

あります。 

 当該資産の回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたしま

した。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は土地は主に路線価を元に、

建物については売却不能として

算定しております。 

場所 用途 種類 金額

茨城県石岡市 遊休地 土地 28

茨城県石岡市 遊休施設 建物 146

    計 174

 減損損失 

当中間会計期間において、以下

の資産について減損損失を計上

しております。 

当社は、事業所単位を資産グル

ープの基礎とし、独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小

単位でグルーピングをおこなっ

ております。 

上記の資産は遊休資産となって

いたものでありますが、当該資

産の回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特

別損失に計上いたしました。 

なお、当該土地の回収可能価額

は主に路線価を基に算定してお

ります。 

場所 用途 種類
金額

(百万円)

茨城県石岡市 遊休地 土地 26

 減損損失 

当事業年度において、以下の資

産について減損損失を計上して

おります。 

当社は、事業所単位を資産グル

ープの基礎とし、独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小

単位でグルーピングをおこなっ

ております。 

当事業年度において閉鎖を決定

し遊休資産となった資産グルー

プ及び営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスの資産グル

ープについては回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上いたし

ました。 

なお、当該資産の回収可能価額

は、土地は主に路線価を元に、

建物については売却不能として

算定しております。また、機械

装置の回収可能価額はその使用

価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローに基づく評

価額がマイナスであるため零と

算定しております。 

場所 用途 種類 金額 
(百万円)

茨城県石岡市 遊休地 土地 27

茨城県石岡市 遊休施設 建物 146

埼玉県熊谷市 製造設備 機械装置 36

    計 210



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

────── ──────  課徴金 

独占禁止法違反に対する課徴金

の納付見込額を計上しておりま

す。 

 石綿健康障害補償金 

石綿による健康障害により死

亡、あるいは治療中の方で労災

認定され、当社事業との因果関

係が特定された方に対する補償

金であります。 

 石綿健康障害補償金 

同左 

 石綿健康障害補償金 

同左 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 69百万円

無形固定資産 0百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 79百万円

無形固定資産 48百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 147百万円

無形固定資産 1百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    5,727株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    10,568株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    18,236株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 68,858 5,727 ― 74,585

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 87,094 10,568 ─ 97,662

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 68,858 18,236 ― 87,094



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 208 39 169

その他 265 96 169

合計 474 136 338

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

同左 

  

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 208 69 139

その他 242 98 144

合計 451 167 283

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械及び
装置 208 54 154

その他 245 76 168

合計 454 131 323

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 77百万円

１年超 260百万円

合計 338百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 71百万円

１年超 212百万円

合計 283百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 77百万円

１年超 245百万円

合計 323百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 70百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

 (減損損失について) 

同左 

 (減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第７期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年12月７日関東財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

株式会社エーアンドエーマテリアル 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エーアンドエーマテリアルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社エーアンドエーマテリアル及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  八  木  克  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  増  田  正  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

株式会社エーアンドエーマテリアル 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エーアンドエーマテリアルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社エーアンドエーマテリアル及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  八  木  克  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  増  田  正  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

株式会社エーアンドエーマテリアル 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エーアンドエーマテリアルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度の中間会計期間(平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エーアンドエーマテリアルの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  八  木  克  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  増  田  正  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

株式会社エーアンドエーマテリアル 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エーアンドエーマテリアルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エーアンドエーマテリアルの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  八  木  克  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  増  田  正  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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